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この経営理念は立山科学グループの企業としての存在意義、 社会に対する基本的な考え方

を表したもので 2020 年 12 月に新たに制定しました。 経営環境が大きく変化する中、 今日

までの立山科学グループの 「歴史」 と 「伝統」 をしっかりと受け継ぎ、 時代の変化に先駆

けて常に前進していきたいという思いを込めています。 私たちは、 次の未来も社会から必

要とされる企業を目指し、 さまざまな社会課題の解決にグループ一丸となって挑み続けます。

経営理念
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基本的な考え方
　立山科学グループは、「品質」は経営における最も重要

な柱であり、まさしく生命だと考えています。お客様や

社会のニーズにお応えするためには、「安全」であること

に加え、企業の信頼を高め「安心」していただけること

が重要です。関連する法令を遵守することはもちろん、

常にお客様の声を聞き、

安 全、品 質、環 境、CSR

などの 活動を通して継続

的な品質の向上を図り、

お客様に満足いただける

製品・サービスの提供に

努めています。

品質の取り組み

　「品質は生命」の社是のもと、品質マネジメントシステ

ム（QMS）による各種プロセスの監視と改善活動を継続

的に実施しています。製品の企画から開発、製造、販売、

サービスにいたるまで一貫した品質保証の体制を構築し、

年度当初に品質方針・品質目標を定め、PDCA を回して

品質保証活動を展開しています。特に、製品の企画・設

品質保証活動

「品質は生命」モニュメント

計段階から品質を重視し、複数の視点で設計を審査する

デザインレビューや設計検証、潜在的故障モード影響解

析（FMEA）などの手法を用いたリスクの低減など上流で

の品質確保に努め、製造工程では QC 工程図、作業標準、

工程 FMEA などをもとに管理を行い、適切な作業環境を

維持して品質の作り込みを行っています。また、各社の

品質保証部門を中心に毎月品質検討会を開催し、製品安

全を含めた品質課題についての討議や部門間にまたがる

品質問題の解決など品質マネジメントシステムの改善に

努め、重大事故の防止と品質トラブルの低減に取り組ん

でいます。

品質教育
　お客様にご満足いただける高品質の製品・サービスを

提供し、一層の信頼をいただけるよう 従業員一人ひとり

が日頃から品質向上活

動に取り組んでいま

す。その礎となる品質

管理力の向上を目的に

基本的な品質教育から

FMEA をはじめとした

各種コアツール、小集 品質教育（入社 8 年目）

公正な調達活動の推進
　お客様に安全で高品質な製品を提供するためには、生

産に必要な資材・サービス等の購買において、お取引先

様のご協力をいただき、相互理解と連携した取り組みが

不可欠です。お取引先様の品質・価格・納期・技術力・

環境への配慮・保全への取り組みなどを総合的に判断し

て、公平で公正な評価・選定を推進しています。また、

購買業務に携わる従業員を対象に適宜、下請法（下請代

金支払遅延等防止法）に関する社内研修を実施するなど、

法令順守を徹底しています。

い の ち

品質方針

「品質は生命」をスローガンとし、顧客の信頼と満足を得る品質を提供する。

団活動など、さまざまな品質教育を継続的に実施してい

ます。今後もグループ全体で品質教育を推進し、より高

い品質の確保と安全・安心な製品・サービスの提供を支

える人材の育成に取り組んでいきます。
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第三者認証取得状況
　立山科学グループは、製造業界の中でもいち早く品質

管理に取り組み、品質保証体制を構築して品質マネジメ

ントシステムの導入を進めてきました。2005 年にすべて

の生産工場で品質マネジメントシステムの国際規格

ISO9001 の認証取得を完了しています。さらに、安心・

安全で高品質な製品をお届けするため、グループ各社の

事業上の特性に応じて、製品やサービスカテゴリに求め

られるマネジメントシステムを取り入れています。今後

も、これらのマネジメントシステムを有効かつ確実に運

用し、継続的改善とお客様満足の向上に努めていきます。

■ 外部認証取得状況

立山科学グループ ※

初回認証対象規格 有効期限事業所

1998 年 5月

プライバシーマーク

（立山科学が取り扱う個人情報）

登録範囲

立山マシン（株）

（株）タアフ

立山科学（株）
デジタルソリューション事業部

（ISO9001）　  抵抗器、チップサーミスタ、宇宙開発用抵抗器の設計及び製造

（IATF16949）抵抗器、チップサーミスタの設計及び製造　

ISO14001:2015

IATF16949:2016

ISO9001:2015

（株）立山科学デバイステクノロジー 1997年 10月 2025年 8月 2日

（株）立山科学センサーテクノロジー 

（株）立山科学ハイテクノロジーズ 

JISQ9100:2016 2015年 5月

ISO13485:2016

ISO/IEC27001：2013

登録範囲 Design,Development,Production and Seles of Industrial Machinery for Factory Automation

登録範囲

登録範囲

登録範囲

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

（ISO9001）　ロボット分野向け及び産業用設備の精密金属部品製造

（JISQ9100）航空機用機械加工部品の製造

サーミスタ素子及びサーミスタプローブの設計・開発、製造及び製造マネジメント

（ISO9001）　無線応用機器、電子機器及びシステムの設計・開発及び製造、部品実装基板の
製造、産業機器制御ユニットの設計及び製造、温度計測器の設計･開発及び製造

（ISO13485）医療機器、医療用監視機器の製造、及び医療機器用プリント回路基板の製造　

システムインテグレ－ション、コンピュ－タ－ソフトウェア、画像システムなどの企画・開発から運用・保守登録範囲

立山科学（株）

2025年 8月 2日

2027年 8月 8日

2025年 8月 8日

2025年 8月 8日

2027年 5月 28日

2027年 5月 28日

2026年 11月 24日

2026年 10月 26日1999年 10月

2020年 11月

1997年 10月

2018年 8月

※立山科学グループで一括認証。（詳細は 13 ページ参照）

2008年 6月

2007年 6月

2005年 1月

2027年 5月 23日

2003年 7月

2025年 10月 31日

（2024年 12 月現在）
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　労働災害の未然防止には、安全管理体制を維持・強化

するとともに、従業員自らが業務における危険感受性を

高めることが重要です。2023年度も引き続き「ヒヤリハッ

ト」を重点施策に設定しました。作業者の入れ替わりや、

慣れと過信、思い込みによる不安全行動を防止し、絶え

ず危険という観点を持って安全の手を緩めることなく活

動しています。ヒヤリハットおよび労働災害の事案につ

いては、安全衛生委員会で報告し、原因や対策について

評価・検証を行います。その情報は職場およびグループ

で共有して水平展開を図っています。

　2023 年度の労働災害発生状況は下表の通りです。今後

も継続して安全衛生管理水準の向上を図り、重大災害が

二度と起こらないよう「安全はすべてに優先させる」と

いう基本を決して忘れることなく、業務時、通勤時の安

全対策強化と意識向上に努め、労働災害の撲滅を目指し

ます。

安全管理水準の向上

《2023 年度の取り組み》

安全衛生教育
　法令で定められている技能講習や特別教育はもちろん、

従業員の安全意識の向上を図り、労働災害を未然に防ぐ

ため、新入社員（雇入れ時教育）をはじめ、安全衛生委

員を対象とした安全衛生セミナー、職場のリーダーを対

象とした安全講習会、化学物質管理者研修、安全教育ビ

デオによる一般安全教育会など、階層や役割に応じて安

全衛生教育を実施しています。

　また、毎年積雪シーズン前には、社内で使用する小型

除雪機の安全な操作運転を行うため、正しい取扱いとヒ

ヤリ・ハット事例を学ぶ安全講習会を実施しています。

■ 労働災害発生件数（国内グループ）

2019 年度 2021 年度2020 年度 2023 年度2022 年度

休業災害件数

不休災害件数

死亡災害件数

0 3

5

0

6

0 0 0

3

14

0

3

3

5

6

※集計範囲：国内の立山科学グループ各社の従業員と派遣社員 ※通勤災害は除く
※休業災害：業務に起因して受けた負傷または疾病のために被災日の翌日から休業せざるを得ないような労働災害。
※不休災害：業務遂行中に業務に起因して受けた負傷又は疾病によって、医療機関（事業所内の診療所等を含む）で医師の手当てを受け、

被災日の翌日以降 1日も休業しなかった労働災害（休業が１日未満のものを含む）。

《電気安全講習会》

　電気は、取り扱いを誤ると一瞬にして、感電等の災害、

電気火災及び配電線波及事故といった重大事故につなが

る危険性をもっています。毎年 8 月の電気使用安全月間

に合わせ、電気に関連する事故防止を図るため、北陸電

気保安協会の方を講師にお招きして、工場内での電気事

故の危険性および点検時における観察ポイントなど、電

気安全にかかわる講習会を実施しています。また、万が

一の際は落ち着いて行動できるよう、緊急事態発生時に

おける対応ルートの再確認を行っています。

小型除雪機の取扱い安全講習会

外部施設おける体感研修の実施

2024 年 9 月、北陸電気保安協会様のご協力を得て電気の

安全な使用などを学ぶ体感研修を実施しました。感電や

電気の短絡・トラッキング現象などの危険体感や、実習

室での高圧受電設備の操作を体験しました。参加者から

は、「実際に体で感じることで電気の危険性を再確認しま

した」との声が聞かれました。今後も体感研修等を通じ

て危険感受性を高め、安全意識の醸成を図っていきます。

感電体験 高圧受電設備の操作体験

TOPICS
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健康経営

　立山科学グループでは、従業員の健康に配慮すること

は、個人の能力を高め、業務の効率化や生産性の向上、企

業の発展につながる重要な戦略の一つであると考えていま

す。従業員一人ひとりが心身ともに健康で、充実して働く

ことができる職場づくりを目指しています。

基本的な考え方

やる気が生まれ
明るく活気あふれる職場づくりを目指して

立山科学グループは、「企業は人なり。人こそ最大の

経営資源であり、会社の財産である。」との観点に立

ち、企業は従業員の健康にも責任を持たなければな

らないと考えています。一人ひとりが心身ともに健康

で、個々の能力が最大限に発揮できる職場環境づくり

に、グループ一丸となって取り組みます。

2023 年10 月

健康経営宣言

重点テーマ
　健康経営の推進にあたり、以下 4 つの重点テーマを設

定し、取り組みを進めています。　

1. 健康管理の促進

2. 健康の保持・増進

3. メンタルヘルス対策

4. 働きやすい職場環境づくり

重点テーマ 取り組み項目

定期健康診断

定期健康診断検査項目の充実

有所見者のフォロー、受診勧奨

特定保険指導の実施

感染症予防対策

メンタルヘルス対策

受動喫煙対策、喫煙率の低減

ストレスチェックの実施

メンタルヘルス不調の未然防止および早期発見

メンタルヘルス不調者の職場復帰支援

働き方改革（労働時間管理、長時間労働削減、

有給休暇取得率向上）

治療と仕事の両立支援

社内コミュニケーションの促進、職場の活性化

健康管理の促進

健康の保持・増進 ヘルスリテラシーの向上

働きやすい
職場環境づくり

健康経営推進体制

社員

健康経営責任者
立山科学グループ経営責任者会議議長

健康経営推進責任者
総務部長

総務部
健康経営推進チーム

産業医

協会けんぽ

立山科学グループ
労働組合

安全衛生委員会

協議・
連携

　総務部担当役員および健康経営推進チームが中心と

なって、グループの健康課題について協議するとともに、

産業医・協会けんぽ、立山科学グループ労働組合と協議・

連携を図りながら、健康課題解決に向けた取り組みを推

進しています。

■ 健康経営推進体制図
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　運動習慣への気づきの第一歩として、体力づくりと心の

リフレッシュを目的にしたスポーツイベントや健康に関す

るセミナーなどのイベントを定期的に実施しています。

メンタルヘルス対策
　職場内におけるメンタルヘルス対策の一環として、さ

まざまな悩みを相談できる「なんでも相談窓口」や「ハ

ラスメント相談窓口」、毎月開催している産業医による

「健康相談会」など、気軽に相談できる環境を整えていま

す。また、年 1 回全従業員を対象としたストレスチェッ

クを実施し、自身のストレス状態を把握してもらった上

で、高ストレス者には面談を勧奨し、希望に応じて産業

医の面談を実施しています。ストレスチェックの結果は、

産業医から安全衛生委員会で受検率、傾向および改善状

況が報告され、その結果を踏まえ、必要に応じて産業医

等と連携して職場分析と環境改善を行い、メンタルヘル

ス不調者の早期発見や早期対応につなげています。2023

年度は、ストレスチェックを Web 受検に切り替えたこ

とにより、受検率が向上しました。立山科学グループで

は、メンタル不調者への対応だけでなく、適宜、職場環

境についてのアンケート調査を実施し、現状把握・対策

を行うとともに、普段から円滑にコミュニケーションが

とりあえる風通しのよい職場づくりに取り組んでいます。

健康管理と健康増進

《健康管理の促進》

　定期健康診断に基づいて健康状態を把握するとともに、

再検査が必要な場合や所見がある場合には、受診勧奨お

よび確認、必要な場合には、産業医による個別指導を行

い、診断後の措置を徹底しています。2023 年度は、予防・

早期発見のため、検査項目の追加および 40 歳・50 歳を

対象に付加検診、30 歳の女性を対象に子宮頸がん検診な

ど節目年齢での検査項目の充実を図りました。また、従

業員の健康維持と事業リスク管理の観点から、感染症予

防対策にも注力し、インフルエンザについては、予防接

種を社内施設で実施するなどの罹患予防に取り組んでい

ます。

《健康の保持・増進》

■ 心と体の健康管理プログラム

健康診断管理

健康関連イベント

情報発信

メンタルヘルス対策

・定期健康診断

・定期健康診断検査項目の充実

・有所見者への受診勧奨

・特定保健指導

・ストレスチェックの実施

・職場復帰支援制度

・「なんでも相談窓口」/

「ハラスメント相談窓口」

・コミュニケーションの活性化

・健康お役立ち情報の配信

・健康講話（女性のための健康 / 睡眠 /

たばこと健康セミナー）

・ボウリング大会

・血管年齢測定、肌水分測定

体
の
健
康

心
の
健
康

　化学物質を取り扱う事業所では、化学物質管理者を選

任し、SDS（安全データシート）による作業確認や保護

具の提供など適切な作業環境管理を行うとともに、法令

に則り、特殊健康診断や作業環境測定を実施しています。

項目

定期健康診断受診率※1

喫煙率※2

精密検査受診率

ストレスチェック受検率

高ストレス者率

2023 年度

100％

56.3％

93.7％

15.4％

※1 長期休職者・休業者等を除く

《作業環境の改善》

2022 年度

99.9％

43.4％

89.4％

17.5％

20.0％

※2 独自サーベイで得た回答をもとに評価

ー

■ 健康経営主要指標

睡眠セミナー

健康経営優良法人認定制度
　2024 年 3 月、経済産業省と日本健康会議が選定する

健康経営優良法人認定制度において、「健康経営優良法人 

2024（大規模法人部門 )」の認定を受けました。 

【認定対象グループ会社】

立山科学（株）、立山マシン（株）、
（株）立山科学デバイステクノロジー、
（株）立山科学センサーテクノロジー、
（株）立山科学ハイテクノロジーズ、
（株）タアフ、立山総合開発（株）

今後も健康に影響を及ぼすことがないよう継続的な監視

を行い、安全で健康的な作業環境の維持に努めていきま

す。







立山科学グループ社会・環境報告書 2024

40

目次 グループ概要 ガバナンス 環境 社会

各種社員関連データ (2024 年 3 月末）

■ 社員数

■ 社員の平均年齢（国内）

17.7 年

16.1 年

■ 社員の平均勤続年数（国内）

男性

女性

2023 年度

全体 17.3 年

■ 離職率（国内）

男性

女性

2023 年度

計 6.1％

5.6％

7.6％

※定年退職者除く

2022 年度

5.0％

3.4％

9.7％

 16.3 年

15.4 年

2022 年度

16.1 年

16.9 年

14.3 年

2019 年度

16.3 年

2019 年度

2.5％

2.9％

1.1％

16.2 年

15.3 年

2021 年度

16.0 年

2021 年度

1.4％

1.7％

0.7％

16.1 年

15.3 年

2020 年度

15.2 年

2020 年度

1.4％

1.7％

0.7％

海外

計

109 名 35 名 144 名

953 名   310 名 1,263 名

男性 女性 合計

国内 844 名  275 名  1,119 名

男性

女性

2023 年度

全体 44.4 歳

43.9 歳

45.7 歳

2022 年度

41.7 歳

41.7 歳

41.7 歳

2019 年度

43.0 歳

43.0 歳

43.1 歳

2021 年度

41.6 歳

41.8 歳

40.9 歳

2020 年度

41.7 歳

41.3 歳

40.8 歳

■ 新卒社員採用人数（国内）

男性

女性

計

30 名

4 名

34 名

2019 年度 2023 年度

13 名

4 名

17 名

2020 年度

28 名

6 名

34 名

2024 年 4月 1日

27 名

9 名

36 名

2021 年度

16 名

1 名

17 名

2022 年度

26 名

6 名

32 名






